
別添様式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             平成　年 　月　　日
　　厚生労働省社会・援護局総務課 自殺対策推進室長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関係法人等名及び代表者名　 〇〇〇〇  印
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事　　○○○○　印

　　 　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　市町村長　　○○○○　印
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
若者に向けた効果的な自殺対策推進事業
（若者に向けた効果的な自殺対策に関する先駆的実践事業）の交付協議について
標記について、関係書類を添えて協議する。
１．協　議　額　　　　　金　　　　　　　　　千円
　２．若者に向けた効果的な自殺対策推進事業（若者に向けた効果的な自殺対策に関する先駆的実践事業分）交付協議額調書（別紙１）
　 
３．法人の概況書（別紙２）※民間団体のみ
　
４．若者に向けた効果的な自殺対策推進事業（若者に向けた効果的な自殺対策の先駆的実践事業分）実施計画書及び交付協議額内訳書（別紙３）
　 
５．事業実施スケジュール表（年間）（別紙４）
６．事業実施確認事項書(別紙５)※SNS相談実施希望団体のみ
　　　　
７．添付書類
　（１）都道府県及び市町村

　　・平成30年度歳入歳出（収入支出）予算（見込）書抄本又はこれに相当する書類

　　・予算書には当該事業に係る経費である旨を関係部分に付記すること

（２）法人　

　　①定款、寄附行為又はこれらに相当する規則等

　　②役員名簿

　　③理事会の承認を得た直近の財務諸表（貸借対照表、収支計算書、財産目録、
正味財産増減計算書、監査報告書）
（「別添様式」記入上の留意事項）

　※必要書類が申請事業、団体により異なりますので、添付の必要ない書類については、
　　別紙様式から削除してください。

（１）「年月日」

貴法人において文書番号がある場合には年月日の上に文書番号を付してください。
（２）「法人名」

・貴法人の名称及び代表者名の記入、並びに貴法人の公印を押印して下さい。

　　　　（注1）貴法人の名称については、必ず法人格名称も記載すること。

　　　　　　 　　例：社会福祉法人　○○○○

一般財団法人　○○○○

学校法人　○○○○　　　　等
（注2）代表者名については、氏名の前に必ず役職名の記載をお願いします。代表者に特段の役職名がない場合でも、氏名の前には「代表」と記載して下さい。

　　　　　　　 　例：理事長　○○○○
会　長　○○○○

　　　　　　　　　   代　表　○○○○　    等
（３）「１．協議額」

　　　・協議申請する金額（単位：千円）を記入して下さい。
（４）「７．添付書類」
      ○「平成30年度歳入歳出（収入支出）予算（見込）書抄本又はこれに相当する書類」について

　　　　　→　本書類は、貴団体としての本事業（補助金）執行の意志を予算という側面から確認するためのものですが、当該趣旨に合致した書類を添付するよう十分ご留意願います。
　　　○「定款、寄附行為又はこれらに相当する規則等、役員名簿、理事会の承認を得た直近の財務諸表（貸借対照表、収支計算書、財産目録、正味財産増減計算書、監査報告書）」について

　　　　　→　冊子や製本されたものをそのまま添付することは認めませんので、必ずＡ４片面コピーしたものを添付して下さい。(カラー、白黒は問いません。)
　　　　　→　上記のうち、団体として作成のないものについては提出する必要はございません。
　　→　監査報告書については、団体内のものだけでなく、独立監査人の監査報告書があれば

　　　　そちらも合わせてご提出をお願い致します。
○「委託事業概要書(委託事業を行う場合)」
　　　　　→委託事業を行う場合は、委託金額、委託内容、委託を行う理由を記載し、提出すること(様
式任意)。
○「その他（事業内容について参考となる資料）」について
　　　　　→　添付が必須の書類ではありません。なお、添付する場合には冊子や製本されたものをそのまま添付することは認めませんので、必ずＡ４片面コピーしたものを添付して下さい。(カラー、白黒は問いません。)
　　　
（５）「担当者」

　　　・　今回の協議申請に関して、当方からの連絡及び照会（申請書類の修正、差替及び追加提出等含む。）の第一義的な窓口となる方の、所属（役職名まで記載のこと）、氏名、電話番号、FAX番号、E-mailアドレス及び通知等送付先住所(注)を記入して下さい。
　（注）「通知等送付先住所」について

　　　　　　　　当方から通知等を送付させていただく場合の住所です。確実に担当者の方の手元に届く住所を記載願います（ビルの階数や部署名等まで詳細に）。
記載いただいた「通知等送付先住所」に「氏名」の方宛で送付させていただきます。
なお、人事異動や引越等により、「担当者」欄記載事項に変更が生じた場合には、速やかにご連絡願います。　　　　　

別紙１

若者に向けた効果的な自殺対策推進事業（若者に向けた効果的な自殺対策に関する先駆的実践事業分）交付協議額調書（別紙１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人、都道府県又は市町村名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　     　　
（単位：千円）
	事業名
	事業概要
	交付協議額

	
	
	


（記入上の留意事項）

（１）「事業概要」　：　事業名については、①検索連動型広告による相談窓口への誘導、②若者を相談窓口に繋げるための動画募集事業、③SNS相談に関する様々なノウハウの向上に係る実践的事業（追加）、④居場所づくりに対する支援に資する実践的事業の実施のいずれかを記載し、事業概要について簡潔に記入して下さい。

（２）「交付協議額」　：　協議申請される金額を記入して下さい。

　　　　　　　　　　　　 交付協議額欄の計数が、「別紙様式」（１枚目）の「１．協議額」と同額になっているか必ず確認して下さい。

別紙２
団　体　の　概　況　書［記載例］
	法人名
	○○○○　○○○○○○○
	代表者名
	○○○　○○○○

	住所
	〒○○○－○○○○
○○県○○市○○町○○丁目○○番地○○号○○ビル○階
	代表電話
	○○－○○○－○○○○

	法人設立年月日

〔任意団体設立〕
	平成○○年○○月○○日

〔平成○○年○○月○○日〕
	職員数
	○○人（うち常勤○○人）
　　　

	会員数
	○○○人
	会員資格
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

	事業内容
	1． ○○○に関する相談事業実施
2． ○○○に関する調査研究

3． ○○○に関する広報啓発活動
4． 広報誌の発行



	直近過去５年間
の実績等

（活動内容）


	1． 平成○○年より○○相談を開催
2． 平成○○年○○月より○○に関する広報啓発活動を実施
3． 広報誌を年○回発行




（「別紙２」記入上の留意事項）

　※「別紙２」については、地方公共団体は作成の必要はありません。
（１）「法人名」「代表者名」
　　　・貴法人の名称及び代表者名を記入して下さい。
　　　　なお、「別紙様式」（１枚目）と同じ記載になっているか必ず確認して下さい。
（２）「住所」「代表電話番号」

　　　・貴法人の住所、代表電話番号を記入して下さい。

（３）「法人設立年月日及び任意団体設立の設立年月日」

　　　・設立する前に、前身団体として任意団体としての活動実績がある法人は、法人設立年月日とあわせて、任意団体の設立年月日を〔　〕に記入して下さい。

（４）「職員数」及び「会員数」

　　　・貴法人の「職員」及び「会員」の人数を記入して下さい。
　　　　なお、組織上、会員がない場合には、「なし」と記入して下さい。
（５）「会員資格」
　　　・会員資格は、定款、寄附行為又は規則等に定める内容を記入して下さい。
なお、会員がない場合には、「なし」と記入して下さい。
（６）「事業内容」

　　　・記載例にかかわらず、定款、寄附行為又は規則等に定める事業内容を記入して下さい。
（７）「直近過去５年間の実績等（活動内容）」

　　　・記載例にかかわらず、直近過去５年間（平成２５年度以降）の活動内容や実績が具体的に
　わかるように記入して下さい。
　　　　　なお、今回協議申請する事業と関連のある実績等（活動内容）については、その旨付記するとともに、実績の内容が分かるものがあれば併せて１部ご提出下さい。
別紙３
　　　若者に向けた効果的な自殺対策推進事業（若者に向けた効果的な自殺対策の先駆的実践

事業分）実施計画書及び交付協議額内訳書
１．実施計画書
	法人、都道府県又は市町村名
	代　表　者　名

	
	


	1 　事業名
	

	2 　事業実施目的
	

	3 　事業内容
	

	④　交付協議額
	　　　　　　千円

	⑤　事業実施予定期間
	平成　　年　　月　　日　　から　平成　　年　　月　　日

	⑥　事業実施予定場所
	

	⑦　準備状況及び実施体制
	

	⑧ 電話相談、メール相談、対面相談等への移行の体制
	※SNS相談実施団体のみ。他の事業を申請する場合は空欄。


	⑨ 他機関との連携等つなぎ支援の内容
	※SNS相談実施団体のみ。他の事業を申請する場合は空欄。


	⑩ 事業の効果及び効果測
定の方法
	

	⑪ 当該年度における他の補助事業等への申請状況
	


（「別紙３　１．実施計画書」記入上の留意事項）
（１）事業毎に別葉として下さい。
（２）「法人名」「代表者名」
「別紙様式」(１枚目)等、他のページの同内容記載箇所と同じ記載になっているか必ず確認して下さい。
（３）各項目の留意事項は、次のようになります。

	項目
	留意事項

	1 事業名
	

	2 事業実施目的
	・実施する事業の目的を具体的かつ簡潔に記入して下さい。

	3 事業内容
	・実施する事業の具体的な計画や方法等を詳細に記入して下さい。また、対象とする地域（例：東京都、神奈川県のみ。全国を対象とする等）についても必ず記載してください。

	4 交付協議額
	・「別紙１」の「交付協議額」欄における当該事業の金額及び「別紙４」の「２．交付協議額内訳書」の「積算内訳」欄における「（交付協議額千円）」と同額になっているか必ず確認して下さい。

	5 事業実施予定期間
	・事業は、平成30年度（事業採択日～平成31年３月31日）中に完了する必要があります。

	6 事業実施予定場所
	・複数ある場合には、全て記入して下さい。

	7 準備状況及び実施体制
	・従事する職員数やコンペの開催方法、研修内容について記載して下さい。
※SNS相談実施団体は、配置する相談員（SV○人、相談員○人）、相談媒体、相談日、相談時間、研修内容等についてについて記載して下さい。）

	8  電話相談、メール相談、対面相談等への移行の体制
	・必要に応じSNS相談以外の相談に移行できる場合は、その種類および連携、移行方法について具体的に記載して下さい。
※SNS相談実施団体のみ。他の事業を申請する場合は空欄。

	9  他機関との連携などつなぎ支援の内容
	・相談者の課題解決のため他機関につなぐこと(一時保護の実施も含む)が必要な場合に、どのような支援機関にどのような方法でつなぐのかを具体的に記載してください(支援機関との現在の連携状況についても記載してください。)。
※SNS相談実施団体のみ。他の事業を申請する場合は空欄。

	10 事業の効果及び効果測定の方法
	・見込まれる効果及び効果測定の方法、指標などについて記載して下さい。

	⑪ 当該年度における他の補助事業等への申請状況
	・本補助事業以外の補助事業等へ申請している事業がある場合には、申請先団体名、申請先団体における補助事業名、貴法人が申請している事業名及び補助要求額（単位：千円）を記入して下さい。

（なお、本補助事業へ協議申請している事業と同じ事業を他の補助事業へ申請している場合も含む。）



２．交付協議額内訳書[記載例]
	経費区分
	対象経費の
支出予定額
	積　　　　算　　　　内　　　　訳

	諸謝金
賃金

国内旅費

消耗品費

会議費

印刷製本費

手数料
通信運搬費

委託料

借料及び損料

	円

***,***　

***,***　

***,***　

*,***,***　

***,***　

***,***　

***,***　

***,***　

*,***,***　

***,***　


	研修講師謝金
　　 　 
事務局職員雇上賃金　　　 　　　 　　　円×　人×　日＝　　　　　　円

○○調査旅費　　　　   Ａ市－Ｂ町　　　　　　円×　回×人＝　　　　円

　　　　　　　　　　　　　

事務局消耗品一式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

事業企画会議　　　　円×　人×　回＝　　　　　　　　　　　　　　　　　円

報告書印刷費　　　　 　　円×　冊×1.08＝　　　　　　　　　　　　　円
銀行振込　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
研修会会場借上代　　　　　円×　日×1.08＝　　　　　　　　　　　　　　円



	合　　　計
	*,***,***円
	（交付協議額　　＊＊＊，＊＊＊千円）


（「別紙３　２．交付協議額内訳書」記入上の留意事項）

（１）「経費区分」
・交付対象の経費は次のとおりです。（掲載されていない経費については、交付対象外となりますので十分注意して下さい。）
［対象経費］事業を実施するために必要な諸謝金、賃金、国内旅費、報償費、備品費、需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費）、役務費（通信運搬費、広告料、手数料）、借料及び損料、会議費、委託料（ただし、対象経費に限る）
（２）「対象経費の支出予定額」

　　　・「別表」の「１．区分」における「対象経費」欄に掲載されている経費について１円単位まで記入して下さい。　（注）対象経費毎に1,000円未満を四捨五入する等はしないで下さい。　
（３）「積算内訳」
　　　・[記載例]を参考に記入して下さい。　
　　　　　実施主体は、本事業を申請するに当たり、積算内訳に計上する経費については、本実施要領別紙「公募要綱「５．採択方針等（４）」の規定に基づき定める対象経費について」に基づき記載すること。
ただし、上記に規定されていない経費がある場合であって、使用する経費の積算及び使用する理由が明瞭かつ的確に示すことのできる書類を作成の上、評価委員会に予め提出した結果、事業が採択された場合にはこの限りではない。
（４）「（交付協議額　千円）」
　　　・協議申請される金額を記入して下さい。なお「対象経費の支出予定額」の合計額の1,000円未満を　　切り捨てた額が上限です。
　　　・交付協議額の上限は、公募要綱５（３）のとおりです。
　　　・「別紙１」の「交付協議額」欄における当該事業の金額と同額になっているか必ず確認して下さい。
（５）その他
　　　・委託事業を行う場合は、別紙として、委託金額、委託内容、委託を行う理由を記載し、提出すること(様式任意)。

　　　・計算ミスがないか、必ず見直しを行って下さい。　

別　紙　４
事業実施スケジュール表（年間）［記載例］
法人、都道府県又は市町村名　○○○○　○○○○○　　　　　　　　　
	
	平成　　年４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月

	　

事

業

実

施

内

容


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	１０月
	１１月
	１２月
	平成３１年１月
	２月
	３月

	　
事

業

実

施

内

容


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
実践事業の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実績報告の作成



（記入上の留意事項）

上記記載例を参考に、「別紙３」の「１．実施計画」における「③事業内容」等について、どのようなスケジュールで事業を実施していく予定かを記入して下さい。
別 紙　５
事業実施確認事項書
　
当該事業に応募するにあたり、採択された場合は、下記の事項を行うことを確認しました。
記
１　相談員向けマニュアルや相談員に対する研修内容等は厚生労働省とも共有するとともに、別
途指示するところにより相談件数や事例を報告すること。

２　厚生労働省より交付する「SNS相談事業ガイドライン案（仮称）」(以下「ガイドライン案」という)に従った事前研修を実施するとともに、研修内容やガイドライン案の内容について、改善のためのフィードバックを指定された時期に行うこと。

３　効果測定のための指標を設け、相談者へのアンケート調査の実施等により、効果の分析を行
い、厚生労働省に提出すること。

４　生活困窮の相談窓口等とのつなぎ支援を実践すること。
法人等名及び代表者名　 〇〇〇〇  印
（「別紙５ 事業実施確認事項書」記入について）
※SNS相談の実施を希望する団体のみ記載してください。

・当該事業を実施するうえでの必須事項となりますので、内容をご確認のうえ、貴法人の名称及び代表者名の記入、並びに貴法人の公印を押印して下さい。
担 当 者


　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　FAX　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


通知等送付先住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　


                                                  








